
◎ 制限付き一般競争入札について 
 

１  対象工事等の名称 

高機能消防指令センター整備工事及び保守管理業務委託 

 

２  地 係 

鯖江市西山町地係 ほか５カ所 

 

３ 予定工期及び予定履行期間 

   整備工事      令和６年３月８日（金） 

   保守管理業務委託  令和 7年４月１日 から 令和１２年３月３１日 まで 

             （検収引渡し後から令和７年３月３１日までは契約不適合責任期 

間とする。） 

 

４ 工事等概要 

   高機能消防指令センターの更新整備及び同施設の保守管理業務委託 

 

５ 設計金額 

   金４４８，８８８，０００円（税込） 

（内訳）それぞれ下記金額を上限とする。 

工事請負費  金３７６，８９３，０００円（税込） 

保守委託料  金 ７１，９９５，０００円（税込） 

 

６  入札参加資格申請書の受付期間 

     受付期間 令和５年３月７日（火）から令和５年３月１６日（木） 

（土曜日、日曜日および祝日を除く。）の午前９時から午後５時まで 

ただし、令和５年３月１６日（木）は１２時まで 

 

７  申請書の受付場所 

鯖江・丹生消防組合消防本部 総務課  ℡ 0778-54-9110（直通） 

   提出部数 ３部（特定建設工事共同企業体協定書および委任状も同じ） 

うち２部は受付時に返却する。なお、ファイル等の綴じ込みは不要 

   提出書類 

 申請書種別 様 式 

① 鯖江市制限付き一般競争入札参加確認申請書 様式第１号 

② 消防指令システムの施工実績調書 様式第２号 

③ 施工計画書 様式第３号 

④ 

配置予定の現場代理人および監理技術者等の資格、

経歴、経験等 

※配置予定技術者の資格者証（写） 

様式第４号 

⑤ システム障害時の対応体制表 任意 

⑥ 特定建設工事共同企業体入札参加資格審査申請書 様式第１号～１号の２ 

⑦ 
経営規模等総括表 

 ※最新の総合評定値通知書(写) 
様式第２号 



⑧ 工事経歴書 様式第３号 

⑨ 技術職員名簿 様式第４号 

⑩ 委任状 様式第５号 

⑪ 共同企業体協定書（甲種）  

   ※ 様式等は鯖江・丹生消防組合ホームページからダウンロードできます。 

 

８ 共同企業体結成条件 

（１）共同企業体が、この工事を共同して請け負うことを目的として、次の条件を満たす者２社で結

成されたものであること。 

① 共同企業体の構成員である建設業者のうち、代表者は次の条件をすべて満たすものであること。 

ア 令和５年３月７日現在で、令和３年・４年度鯖江市競争入札参加資格者名簿において、電気通

信工事の登録業者で、特定建設業の許可を有すること。 

イ 建設業法第２７条の２９の規定に基づく電気通信工事の最新の総合評定値が、１３００点以上

であること。 

ウ 元請（共同企業体の構成員を含む）として過去１０年間に、消防指令システムの施工実績のあ

るもの。また、その実績を証明できるものを提出できること。 

エ 現場代理人を専任で配置することができること。 

オ 住民の安心・安全を守るため２４時間３６５日の保守体制が確立され、障害発生時には、連絡

を受けてから１時間以内に専門技術者を派遣できること。 

カ 共同企業体への出資比率が構成員中最大であること。 

② 代表者以外の構成員は次の条件を全て満たすものであること。 

ア 鯖江・丹生消防組合管内に本社を有すること。 

イ 令和５年３月７日現在で、令和３年・４年度鯖江市競争入札参加資格者名簿において、電気工

事の登録を有する鯖江市格付けＡ等級の者であること。 

（２）共同企業体の構成員である建設業者が、次の要件のすべてを満たす者であること。 

ア 法第２６条の監理技術者または主任技術者（国家資格を有する者に限る。）を工事現場に専任で

配置しうる者であること。 

イ 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること。 

ウ 「鯖江・丹生消防組合工事等請負契約に係る指名停止等に関する措置要領」に基づく指名停止

期間中でないこと。 

（３）共同企業体の構成員の最小出資比率が１０％以上であること。 

（４）共同企業体の代表者は、出資比率が構成員中最大であること。 

（５）共同企業体の構成員である建設業者が、この工事に係る他の共同企業体の構成員でないこと。 

 

９ 資格の有効期間 

   この資格審査による入札参加資格は、高機能消防指令センター整備工事及び保守管理業務委託

に係る入札についてのみ有効とし、当該工事を落札した共同企業体については当該工事が完了し

共同企業体の精算が完了した日、その他の共同企業体については当該工事に係る請負契約が締結

された日に効力を失う。 

 

10  その他 

（１）告示、公告を確認すること。 

（２）予定工期：令和６年３月８日 

（３）問合せ先：申請書の受付場所と同様とする。 

（４）工事種類：電気通信工事 

（５）今回、申請書等の記載要領については既にご理解いただいていると判断し、説明会は開催しま

せん。 

 

 


